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Ⅰ 本論文の受理および審査の経過 
 金 吾燮氏より、2017 年 9 月 30 日に博士学位請求論文が提出された。同年 10 月４
日の人間社会研究科教授会において受理審査委員会（委員：宮城 孝、中村律子、服部 
環、図司直也）が設置され、同年 10 月 18 日に論文受理審査委員会を開催し、協議した
結果、学位請求の要件を満たしていることを確認し、受理することを決定した。なおそ
の際、一部文章表現等の加筆・修正を検討されたい等の要望がだされ、指導教員より伝
えることとし、その受理審査委員会審査報告が、同年 10 月 25 日の本研究科教授会に
て承認され、同時に、審査小委員会が設置され同論文の審査が委託された。 
本審査小委員会は、2017 年 12 月 21 日 10:00~11:30 現代福祉学部棟学部長室にて、
金 吾燮氏の学位請求論文についての口頭試問を実施した。その後、字句や内容の一部
加筆・修正を条件に３名の審査小委員会全員が博士（人間福祉）の学位授与が妥当であ
ると判断した。主査・副査は、指摘された内容の加筆・修正について確認したので、こ
こに博士論文審査委員会（研究科教授会）に報告いたしたい。 
 以下は、本論文の概要とそのコメント、審査結果である。 
 
Ⅱ 本論文の概要 
１． 研究の背景と目的 
 筆者は、本研究の目的を設定する背景として、介護保険財政をめぐる課題と、全国の介
護保険者の市町村自治体における地域特性の違いに焦点を当てている。 
 全国的に高齢化が進んでいる一方で、その状況は地域によって差が大きい。大都市圏は
高齢化率が比較的低く、地方では高い傾向がある。高齢化率の差は、介護サービスの利用
内容や自治体の財政などに影響を与える。また、高齢化が進む市町村では、生産年齢人口
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や退職による稼得収入が減少するため、住民の担税力が低下し、市町村の財政に悪影響を
及ぼす。介護保険制度では、市町村の負担額もあるため、財政が厳しいところでは介護サ
ービス需要の増加に積極的な対応を期待しにくい。また、高齢者の人口密度は、大都市の
都心部の自治体と過疎自治体では、30倍以上の差がある。このような高齢者人口密度の差
は、介護事業者の運営に影響を与え、地域の介護市場の環境に差をもたらすと指摘してい
る。 
特に、高齢者が集中している地域と過疎化により高齢者が分散している地域では、利用
者の確保や訪問・通所の移動時間などに大きな差があり、これらは介護事業者の採算性に
関係する。事業者の介護市場への参入には、採算性が重要な要素であり、高齢化の地域差
は、認定者の介護サービスの利用状況や介護市場全体の形成に影響を与えるとしている。 
以上のことから、今後の介護保険制度の課題に対し、全国一律的な施策で対応すること
には限界があり、高齢化の進行に備え、介護サービスを十分に供給しながらも、財政的な
負担を最小限にする対策が必要であり、その対策は、地域の特性に応じたものでなければ
ならないと述べている。 
 その上で、本研究の目的として、介護保険事業の課題である「介護サービス供給量の確
保と財政安定の問題」について、被保険者の負担に比べ、認定者一人当たりに介護サービ
スを最大限提供できる介護保険事業のあり方を探索的に明らかにすることであるとしてい
る。そのため、被保険者の負担と比較し、認定者一人当たりに対する介護サービスを最大
限提供することを効率性と定義し、その効率性が高い介護サービスの提供体制と効率性を
向上させる施策を探求することとしている。特に、高齢化の状況や介護サービスの提供体
制に地域差があることを踏まえ、分析は、高齢化率と高齢者人口密度によって保険者の自
治体を分類したクラスターごとに行い、各クラスターにおいて、効率性が高い介護サービ
スの提供体制と効率性を向上させる対策を提示することを試みることとしている。 
  
２．本論文の構成と内容 
 本論文の構成は、以下の通りである。 
 
序章 研究の概要 
   第１節 研究の背景と目的 
      第２節 研究方法 
      第３節 論文の構成 
第Ⅰ部 介護保険制度の変遷と地域特性に応じた介護保険事業の現状と課題 
第１章 介護保険制度の現状と介護保険制度の変遷 
    第１節 介護保険事業の運営状況 
      第２節 介護保険制度の変遷 
第２章 介護保険者の地域特性と課題 
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      第１節 介護保険者の分類と地域特性 
      第２節 介護保険者の課題分析 
 
第Ⅱ部 地域特性に応じた介護保険事業の効率性についての分析 
   第３章 DEA(Data Envelopment Analysis)による効率性の概要 
      第１節 効率性の概念と測定方法  
     第２節 DEA による効率性の測定方法 
第４章 DEAによる各クラスターにおける市町村介護保険者の効率性の測定      
   第１節 介護保険事業における DEAの適用 
 第２節 各クラスターの介護保険者の効率性分析 
第５章 市町村介護保険者の効率性の改善策 
第１節 各クラスターの効率的な介護保険者の介護保険事業の傾向 
     第２節 各クラスターにおける非効率的な介護保険者の改善策       
第Ⅲ部 結論 
第６章 介護保険事業の効率的な経営についての考察 
     第１節 介護保険制度の課題と地域差 
第２節 各クラスターの効率性についての考察 
     終 章 本研究の限界と今後の課題  
    参考文献 
    資料編 
 
 序章では、先に述べた本研究の背景と目的、研究方法の概要、さらに論文の構成が述べ
られている。 
 第１章では、介護保険制度の開始から今日までの介護保険制度の政策的な変遷を時系列
的に分析し、介護保険事業を取り巻く課題について論述している。特に、介護サービス供
給量の確保と財政的安定の問題が、今後の介護保険制度のあり方において大きな課題とな
っており、都市部のみでなく地方の自治体の特性に当てはまるそれぞれの介護保険事業の 
経営における効率性が求められるという本研究の位置づけを明らかにしている。 
 この地域特性に応じた介護保険事業のあり方を探索するため、先ず、第２章では、全
国の市町村レベルの介護保険者のデータを用いて、地域の高齢化状況（高齢化率と高齢
者人口密度）により介護保険者を類型化する試みを行っている。その結果、全国の介護
保険者を６つのクラスターに分類している。 
 そして、これらのクラスター間の、高齢者の家族構成、介護資源と医療資源、要介護度と
要介護認定率、介護サービスの利用状況などの差による各クラスターの特性を明らかにし
ている。 
 また、「地域包括ケアシステム研究プロジェクト」（研究代表 宮城 孝）の一環として実
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施した全国介護保険者へのアンケート調査結果から、筆者が担当した介護保険の財政状況
と介護保険サービスの状況について、この６つのクラスターごとの財政的な課題や介護保
険サービスの充足状況について分析し、介護保険事業の課題として、都市部から地方自治体
まで介護保険者の特性に応じた対策が必要であることを実証的に明らかにしている。 
 第Ⅱ部第３章では、介護保険事業の効率性を析出する方法として、多数の入力項目と
出力項目による評価が可能であり、異なる測定単位にも対応する効率性の分析方法であ
る DEA（包絡的データ分析法 Data Envelopment Analysis:以下、DEA）を応用し、６つの
クラスターごとに、各保険者における介護保険事業の効率性を検出する測定方法を採用す
る根拠を、DEAに関する先行研究を参考とし明らかにしている。 
第４章は、DEAを用いた各クラスターにおける市町村介護保険者の効率性を測定した結果
について述べている。 
先ず測定方法として、DEAモデルの中の、入力項目を固定したまま、出力項目を最大限に
する出力志向の BCCモデルを採用するとし、具体的には、被保険者の負担に対し認定者の介
護サービス利用量が多いことを効率性と定義した視点から、以下の入出力項目を設定して
いる。  
出力項目は、認定者一人当たりの介護サービス利用単位数と居宅介護・地域密着型介護サ
ービス利用単位数で設定している。単に認定者一人当たりの介護サービスの利用量が多い
だけではなく、認定者が重度の要介護状態になっても住み慣れた地域で生活するためには
地域で介護（居宅介護サービス、地域密着型介護サービス）を十分に受けることが必要であ
ることを考慮し、居宅介護・地域密着型介護サービス利用単位数も出力項目として選定して
いる。また、入力項目としては、第 1号被保険者の介護負担単位数、認定率、平均要介護度
にしている。認定率が介護保険者と被保険者の負担に影響を及ぼすことや、要介護度の重度
化による介護サービスの依存度が高くなり介護保険給付額の増加に繋がることから、認定
率と平均要介護度を第 1 号被保険者の介護負担単位数とともに入力項目として選定してい
る。 
 その上で、クラスターごとに、DEAの BCCモデルの出力指向で分析した結果、第１クラス
ターでは 23 ヶ所の自治体のうち７、第２クラスターでは 64 カ所の自治体のうち９、第３
クラスターでは 147 ヶ所の自治体のうち 13、第４クラスターでは 538 ヶ所の自治体のうち
12、第５クラスターでは 610 ヶ所の自治体のうち 18、第６クラスターではでは 197 ヶ所の
自治体のうち９が、効率的な自治体として析出されている。さらに、この効率的な自治体を
基準にして算出した非効率的な自治体の入出力項目の改善値を提示している。 
 第５章において、先ず一般的に非効率的な対象が効率性を改善する際、改善値を達成す
るための具体的な方法を提示する分析方法としては、DEAには根本的な限界があると課題
提起し、筆者は、このような DEAの限界を踏まえ、本研究で効率性を達成するための改善
策を提示する独自の分析方法を試みている。 
 そして、その改善策として、効率的な自治体の介護サービス提供の傾向を分析し、非効
5 
 
率的な自治体が目指すべき介護サービスの具体的な提供体制を探索している。各クラスタ
ーで、効率的な自治体と非効率的な自治体との DEAの入出力項目の差を検証する一方、効
率的な自治体に共通して多く提供されている介護サービスを探索することで、目指すべき
効率的な自治体の特徴を明らかにしている。また、DEAから算出した出力項目の改善値を
満たす方法として、各介護サービス（計 24種類）の提供量が DEAで算出された効率性の
値に与える影響力を分析している。 
その結果、効率性の改善のために優先的に提供量を増加させるべきサービスを、効率性
の改善策としてクラスターごとに提示している。これらの方法で、非効率的な自治体に対
し、効率性の改善のために充足すべきサービスの選定の基準や、効率性を満たすための介
護サービスの提供体制を提示している。 
第Ⅲ部第６章では、これまでの一連の分析結果を踏まえ、本論文の結論を述べている。 
結論として、これまでの高齢化率と高齢者人口密度によるクラスターごとに、DEAを用
いた介護保険者における介護保険事業の効率性の分析と非効率な介護保険者への改善策の
提示は、市町村レベルの介護保険者のデータを統計的手法によって実証的に分析したもの
であり、各非効率的な介護保険者は、本研究によって提案した優先的に整備されるべき介
護サービスの中から、介護保険者の実情にふさわしい案を選択することによって、効率性
を高める一助になると述べている。 
終章では、本研究の限界と今後の課題について述べている。本研究の限界として、結論
として、クラスターごとに効率性を高める改善策を提示したが、中には地域またはサービ
スの種類によって、改善策の実行が難しい場合があるため、代替サービスの活用や自治体
の積極的な対策が求められる。また、非効率的な介護保険者の介護サービス提供体制につ
いてはそれぞれの背景があるため、クラスターごとに示した改善策では、個別の非効率的
な介護保険者に当てはめるには限界があるとしている。 
 さらに今後の課題として、入力項目について具体的な改善方法に関する情報を提供する
ため、DEAの入力指向モデルを用いた分析や事例研究で、効果的な入力項目の改善方法を提
示することが求められるとしている。また、本研究で提示した改善策が円滑に普及されるた
めには、改善策の実行可能性を高める対策を探求することや、パネルデータによる変化から
効率性が改善されたと言える自治体の事例研究を通して、非効率的な介護保険者における
効率性の改善のあり方を探索する必要性があることをあげている。 
 
Ⅲ 審査結果 
本論文は、先に述べたように介護保険事業の課題である「介護サービス供給量の確保
と財政安定の問題」を背景に、特に、全国の介護保険者である自治体が、高齢化率や高齢
者人口密度、高齢者介護サービスの提供体制に地域差があることを踏まえ、高齢化率と高
齢者人口密度によって６つのクラスターを設定し、各クラスターにおいて、効率性が高い
介護サービスの提供体制と効率性を向上させる対策を提示することを試みたものとなって
6 
 
いる。 
本研究が有する意義と独自性として、第一に、これまで比較的全国一律に論じられが
ちであった介護保険の政策や事業経営に対して、高齢化率と高齢者人口密度の二つの指
標から全国の保険者を６つのクラスターに分け、地域特性に応じた介護保険者の効率性
を析出するというこれまでの先行研究にない独自性の高い手法を用いた点にある。 
第二には、介護保険事業の効率性を析出する方法として、これまでこの領域で用いら
れたことのない効率性の分析方法である DEA（包絡的データ分析法 Data Envelopment 
Analysis:以下、DEA）を用い、クラスターごとの各保険者における介護保険事業の効率性を
検出するという、新たな測定方法を開発した点にある。 
 第三には、DEAの限界を踏まえ、効率性を達成するための改善策を提示する独自の分析
方法を試み、非効率的な自治体に対し、効率性の改善のために改善すべきサービスの選定
の基準や、効率性を満たすための介護サービスの提供体制を提示した点にある。 
今後、地方の過疎地では高齢者人口密度が減少する一方、大都市部においては、急速
に増加することが予測される。それらの経年的な変化を含め、本研究で用いた分析手法
の適合可能性をさらに追求されることを期待したい。 
本研究の限界や課題について、筆者も述べているように、各自治体の地域特性や介
護サービスの提供体制は、独自の背景や要因も存在するため、クラスターごとに示した
改善策では、個別の非効率的な介護保険者に当てはめるには限界があると考えられる。ま
た、本研究で提示した改善策が円滑に普及されるためには、改善策の実行可能性を高める
対策を探求することや、パネルデータによる変化から効率性が改善されたといえる自治体
の事例研究を通して、非効率的な介護保険者における効率性の改善のあり方を探索するこ
とが求められ、今後の継続的な研究と発展を期待したい。 
以上の残された課題はあるものの、本論文は、一連の分析方法や文章表現は適切であ
り、十分に学術的な価値と体系性を有していると言える。 
以上の点から、本学位請求論文は、法政大学大学院人間社会研究科人間福祉専攻の学
位 博士（人間福祉）の基準を満たしているものと判断される。 
